
［市民生活部 市民課・さしま窓口センター 所管］ 

○戸籍住民基本台帳事務に要する経費（02030102） 72,598 千円（82,184 千円） 予算書 P54 

 [総務部 総務課 所管 8,863 千円含む] 

〈国・県：43,364 千円 その他：22,901 千円 一財：6,333 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：個人番号カード交付事業費補助金        38,856,000 円 

・国補：個人番号カード交付事務費補助金         4,426,000 円 

・県委：人口動態調査事務交付金              49,000 円 

・県委：常住人口調査事務交付金                    33,000 円 

・手数料：戸籍住民諸証明等手数料              22,901,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  市民の社会生活の基礎となる戸籍・住民登録関係等の諸公簿整備により、市民の利便増進を

図る。住民基本台帳ネットワークによる全国的な本人確認システムにより、市民の負担軽減、

サービス向上を図る。 

（内容） 

・各種届出等に基づく戸籍、住民基本台帳、印鑑登録原票、臨時運行許可台帳等の処理整備 

・公簿、台帳等に基づく諸証明の発行、自動交付機及びコンビニ等における証明書の発行 

 ・マイナンバーカード（個人番号カード）交付、更新事務及び普及に関すること 

 

(手数料内訳) 

戸籍関係手数料                             （単位：件、円） 

種   別 単 価 件 数 合     計 

全 部 ・ 個 人 事 項 証 明 450 8,192 3,686,400 

除 籍 、 原 戸 籍 謄 本 ・ 抄 本 750 6,256 4,692,000 

戸 籍 記 載 事 項 、 受 理 証 明 350 191 66,850 

上 質 受 理 証 明 1,400 5 7,000 

合    計  14,644 8,452,250 

臨時運行許可申請手数料                         （単位：件、円） 

種   別 単 価 件 数 合     計 

臨 時 運 行 許 可 証 750 1,335 1,001,250 

合    計 
 

1,335 1,001,250 

住民基本台帳関係手数料                        （単位：件、円） 

種   別 単 価 件 数 合     計 

住 民 票 謄 本 ・ 抄 本 300 21,724 6,517,200 

コ ン ビ ニ 交 付 （ 住 民 票 ） 200 1,785 357,000 

戸 籍 の 附 票 300 992 297,600 

記 載 事 項 証 明 書 300 374 112,200 

住民票閲覧(１人１時間毎) 2,000 3 6,000 

諸証明書（不在・身分・その他） 300 781 234,300 

個 人 番 号 カ ー ド （ 再 ） 800 200 160,000 

合    計 
 

25,859 7,684,300 

 



印鑑登録・印鑑登録証明手数料                      （単位：件、円） 

種   別 単 価 件 数 合     計 

印 鑑 登 録 証 明 300 15,980 4,794,000 

コ ン ビ ニ 交 付 200 1,715 343,000 

印 鑑 登 録 300 2,090 627,000 

合    計 
 

19,785 5,764,000 

 

○中長期在留者住居地届出等事務に要する経費（02030103） 9 千円（9千円） 予算書 P55 

〈国・県：4千円 一財：5千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国委：中長期在留者住居地届出等事務委託金 4,000 円 

（目的及び期待する効果） 

   中長期間在留する外国人の各種届出受付等の処理における迅速性・利便性を図る。 

（内容） 

・中長期間在留する外国人の届出等の受付処理 

 

○旅券事務に要する経費（02030104） 93 千円（100 千円） 予算書 P55 

〈一財：93 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

パスポート窓口の開設により、旅券取得における迅速性・利便性を図る。 

（内容） 

・パスポートの申請受付、審査、発給 

 

［市民生活部 保険年金課 所管］ 

○国民年金事務に要する経費（03010201） 3,163 千円（3,188 千円） 予算書 P70 

 [総務部 総務課 所管 951 千円含む] 

〈国・県：3,163 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国委：基礎年金事務費委託金 3,163,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  国民年金は、すべての国民を対象として、老齢・障害・死亡に関して必要な給付を行い、健

全な国民生活の維持・向上に寄与することを目的としている。国民年金制度について広報等を

通して、市民の理解と周知を図る。 

（内容） 

・国民年金被保険者の得喪、住所変更、年金請求、免除申請等の受付と処理   

・日本年金機構との協力・連携 

・国民年金啓発事業  

 

○医療福祉費支給に要する経費（03010401） 330,312 千円（331,489 千円） 予算書 P73 

 [総務部 総務課 所管 2,524 千円含む] 

〈国・県：143,207 千円 その他：39,882 千円 一財：147,223 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：医療事務費補助金     2,859,000 円 

  ・県補：医療費補助金     140,348,000 円 



  ・諸収入：高額療養費返納金  39,881,000 円 

  ・諸収入：第三者行為返納金     1,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  妊産婦、小児、母子家庭の母子、父子家庭の父子、重度心身障害者等の健康の保持増進を図

るため、その医療費の一部を助成し、生活の安定及び福祉の向上に寄与する。 

（内容） 

  妊産婦（妊娠の継続又は安全な出産のために治療が必要となる疾病又は負傷の場合に限る。）、

小児（外来は小学 6年生まで、入院は高校 3年生まで）、母子家庭の母子、父子家庭の父子の医

療機関ごとの自己負担は、外来 1日 600 円まで（月 2回を限度）、入院 1日 300 円まで（月 3,000

円を限度）となり、重度心身障害者等の自己負担はありません。 

 

○医療福祉費支給（市単独）に要する経費（03010402） 38,016 千円（36,564 千円）予算書 P73 

 [総務部 総務課 所管 117 千円含む] 

〈一財：38,016 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  妊産婦及び小児の健康の保持増進を図るため、その医療費の一部を助成し、すこやかな成長

及び福祉の向上並びに少子化対策に寄与する。 

（内容） 

  妊産婦（妊産婦マル福の対象外疾病）、小児（小児マル福の所得制限者及び中高生の外来）の

医療機関ごとの自己負担は、外来 1 日 600 円まで（月 2 回を限度）、入院 1 日 300 円まで（月

3,000 円を限度）となります。 

 

○後期高齢者医療事務に要する経費（03010501） 636,007 千円（616,064 千円） 予算書 P74 

〈国・県：90,025 千円 一財：545,982 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県負：後期高齢者医療保険基盤安定負担金  90,025,000 円 

（目的及び期待する効果） 

後期高齢者医療給付費及び広域連合共通経費を広域連合に納付し、後期高齢者医療制度の安

定を図る。 

（内容） 

後期高齢者医療給付費負担金、広域連合共通経費負担金の納入。 

 

［市民生活部 生活環境課 所管］ 

○狂犬病予防に要する経費（04010502） 1,033 千円（1,056 千円） 予算書 P93 

[総務部 総務課 所管 594 千円含む] 

〈その他：1,033 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・手数料：犬の登録手数料          143,000 円 

 ・手数料：犬の鑑札再交付手数料        15,000 円 

 ・手数料：狂犬病予防注射済票交付手数料   875,000 円 

（目的及び期待する効果） 

狂犬病予防法に基づく飼い犬の管理業務や飼い犬の適正飼養の啓発及び野良犬の対策を講じ

ることにより､狂犬病の発生予防と公衆衛生の維持を図る。 

（内容） 

 ・狂犬病予防法に基づく犬の登録業務及び狂犬病予防集合注射等を行う。 



新規登録 230 頭、狂犬病予防注射頭数 2,500 頭を見込む。 

◇R1 年度末現在 

  登録数 3,643 頭  狂犬病予防注射接種数 2,495 頭  接種率 68.49％ 

 

○合併処理浄化槽設置事業に要する経費（04010503） 28,267 千円（28,267 千円） 予算書 P94 

〈国・県：18,110 千円 一財：10,157 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：循環型社会形成推進交付金        9,405,000 円 

・県補：合併処理浄化槽設置事業費補助金    8,705,000 円 

（目的及び期待する効果） 

合併処理浄化槽の設置を推進することにより、生活雑排水を浄化し放流することで、環境負

荷の軽減や公共用水域の水質汚濁の防止及び公衆衛生の向上を図る。 

（内容） 

合併処理浄化槽の設置者に対して、延床面積等により人槽を区分し、国・県・市より補助金

を交付する。また、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換する場合は、撤去費用の一部を

国・県が補助し、配管工事に係る費用の一部を国が補助する。 

・ 5 人槽(延床面積≦140 ㎡)･･･ 294,000 円 

・ 7 人槽(延床面積＞140 ㎡)･･･ 342,000 円 

・10 人槽(2 世帯住宅)   ･･･ 459,000 円 

・単独処理浄化槽撤去補助 ･･･  90,000 円 

  ・配管工事費補助     ･･･ 300,000 円 

◇R1 年度実績 

   5 人槽 ： 49 基    単独浄化槽撤去 10 件 

   7 人槽 ： 23 基    配管工事費補助  9 件 

   10 人槽 ：  4 基 

合計 ： 76 基 

 

○放射線対策に要する経費（04010506） 1,418 千円（1,482 千円） 予算書 P94 

〈一財: 1,418 千円〉  

（目的及び期待する効果） 

福島原子力発電所の事故に起因する、空間線量率の定期測定や、食品放射能測定システム及

びゲルマニウム半導体検出器による学校給食の食材・水道水・農産物等の測定を行うことで、

より一層の安全と安心及び風評被害の防止を図る。 

（内容） 

・各種測定機器の校正点検委託料    1,106,000 円 

◇R1 年度測定数 

  主要野菜 162 件  給食 220 件  水道水 8 件  個人 19 件  定点測定 113 日   

 

○空家対策に要する経費（04010509） 2,678 千円（2,671 千円） 予算書 P95 

〈国・県：1,026 千円 一財 1,652 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会資本整備総合交付金（空き家再生等推進事業） 1,026,000 円 

（目的及び期待する効果） 

市内の空家状況を調査し、空家対策を策定する。坂東市空家等の適正管理に関する条例に基

づき、安全安心なまちづくりの推進を目的とする。 

 



（内容） 

・会計年度任用職員（事務補助）   1,994,000 円 

・空家管理システム使用料       461,000 円 

◇R3 年 1 月現在 

  空家数 417 戸 （岩井 325 戸、猿島 92 戸） 

  ※人が住んでいないと思われる家屋数 

 

○斎場運営に要する経費（04010601） 33,665 千円（37,418 千円） 予算書 P95 

〈その他：3,361 千円 一財：30,304 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

・使用料：斎場使用料        3,360,000 円 

  ・諸収入：公衆電話使用料      1,000 円 

（目的及び期待する効果） 

施設や火葬炉の維持管理及び火葬業務の民間委託により、市営斎場の適正な運営を図る。ま

た、さしま斎場（さしま環境管理事務組合）の運営に対して費用を負担することにより、火葬

体制を拡充し利便性を高める。 

（内容） 

・火葬業務委託                5,940,000 円 

・庭園除草管理業務委託            1,638,000 円 

・会計年度任用職員（斎場案内員）２名の雇用  5,668,000 円 

・火葬炉設備の老朽化に伴う補修等工事     2,970,000 円 

・さしま環境管理事務組合負担金（斎場）    7,228,000 円 

・さしま斎場火葬場等使用料負担金        700,000 円 

◇R1 年度火葬件数(人体) 

  市営斎場 632 件  さしま斎場 59 件 

 

○清掃事務に要する経費（04020102） 1,512 千円（1,611 千円） 予算書 P97 

〈その他：820 千円 一財：692 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金   820,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  坂東市環境美化に関する条例で定めた環境美化の日に、市民協働による市内一斉清掃活動「ク

リーン坂東」を実施し、美しいまちづくりを目指す。 

（内容） 

  ５月及び１０月の最終日曜日の年２回、｢クリーン坂東｣を実施する。 

 

○塵芥処理に要する経費（04020201） 777,371 千円（804,270 千円） 予算書 P97 

〈その他：3,076 千円 一財：774,295 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・手数料：各種証明手数料          105,000 円 

・手数料：一般廃棄物処理手数料       238,000 円 

・手数料：粗大ごみ収集手数料        605,000 円 

・諸収入：資源ごみ売却代金               2,128,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  市内各戸から排出される一般廃棄物の適正かつ迅速な処理を行い、生活環境の保全及び公衆

衛生の向上を図り、市の一般廃棄物処理責任を果たす。また、廃棄物等処理を業務委託するこ



とにより、効率的・効果的に公共サービスを提供する。 

（内容） 

 ・ごみ収集業務委託               134,640,000 円 

  市内各集積所に排出された一般廃棄物・資源物を収集し、市の指定場所へ運搬する。 

 ・粗大ごみの個別収集業務委託           6,996,000 円 

 ・さしまクリーンセンター寺久周辺除草業務委託    864,000 円 

 ・廃棄物等処理業務委託料             11,366,000 円 

 ・ごみ集積かごの購入               1,320,000 円 

 ・油圧ショベル購入費               7,260,000 円 

・さしま環境管理事務組合負担金（ごみ処理等）  612,914,000 円 

  

◇R1 年度さしまクリーンセンター寺久への搬入実績 

  構成市町全体 54,368,220ｋｇ 

     坂東市 16,122,980ｋｇ（29.66％） 

 

○資源ごみリサイクルに要する経費（04020202） 841 千円（1,048 千円） 予算書 P98 

〈その他：180 千円 一財：661 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金  180,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  さしまクリーンセンター寺久では処理できない廃棄物の処理や、ごみ減量を目的とする生ご

み処理機等の購入補助事業により、循環型社会の形成とごみの減量を推進する。 

（内容） 

・処理困難物回収業務委託 

さしまクリーンセンター寺久で処理できない廃棄物の適正処理を委託する。 

 ・ごみ減量イベント｢リサイクルフェア｣の開催 

・生ごみ処理容器及び電気式生ごみ処理機購入補助金 

   生ごみ処理容器  ･･･購入費の 2分の 1、限度額 1,500 円（1世帯 2基まで） 

電気式生ごみ処理機･･･購入費の 2分の 1、限度額 20,000 円（1世帯 1基まで） 

◇R1 年度生ごみ処理機等購入補助実績 

  処理容器 4 基  電気式 5 基   

 

○不法投棄対策に要する経費（04020203） 11,559 千円（7,156 千円） 予算書 P98 

〈国・県：577 千円 その他：820 千円 一財：10,162 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県補：街灯防犯カメラ設置促進事業補助金      577,000 円 

・諸収入：不法投棄未然防止事業協力助成金    820,000 円 

（目的及び期待する効果） 

不法投棄発生時の廃棄物の撤去及び適正処理により、良好な生活環境の保全を図るとともに、

市民、関係機関との連携や緊急時における監視パトロール等による不法投棄をさせない環境づ

くりの推進に努める。 

（内容） 

・会計年度任用職員（特別行政指導員）２名の雇用  6,523,000 円 

・不法投棄ごみ処理委託               519,000 円 

・不法投棄防止及び防犯用監視カメラ設置工事 9基  4,345,000 円 

 



○し尿処理に要する経費（04020301） 122,704 千円（123,551 千円） 予算書 P99 

〈一財：122,704 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  常総衛生組合及びさしま環境管理事務組合のし尿処理施設において、市内で排出されるし

尿・浄化槽汚泥を適正に処理し、公衆衛生の向上を図る。 

（内容） 

  さしま環境管理事務組合負担金（猿島地域）   32,489,000 円 

 常総衛生組合負担金（岩井地域）         90,215,000 円 

  

○公害対策事務に要する経費（04030101） 3,574 千円（3,702 千円） 予算書 P99 

〈その他：20 千円、一財：3,554 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・手数料：土砂等による土地の埋立て、盛土及びたい積に係る事業許可申請手数料 

                                         20,000円 

（目的及び期待する効果） 

公害のない安心で快適な市民生活を維持するため、工場･事業所等の安全意識の向上や指導を

強化するとともに、関係法令等の適切な運用により公害の未然防止に努める。 

（内容） 

・水質土壌検査等業務委託              2,620,000 円 

河川・水路等の公共用水域の水質及び底質検査委託   

工場・事業場排水検査委託 

・自動車騒音常時監視業務委託             706,000 円 

 

 


